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地元設計
事務所

大綱で「ひと・行政・文化」の縁をむすぶ与那原タウンホール大綱で「ひと・行政・文化」の縁をむすぶ与那原タウンホール

A-1 与那原町のシンボルとなる庁舎づくり（図1、2）

● 与那原町の気候風土と高台の立地を活かした、町のシンボ

ルとなる庁舎を創出します。

● 地元特産品の赤瓦を活かした外部ルーバースクリーンや伝

統ある大綱曳をイメージした木格子天井の待合ロビーなど、

町民に愛され誇りとなる空間を創出します。

C-1 実績に裏付けられた設計チームを中心とした取組体制（図4）

● 多くの庁舎とホールの設計実績を有する設計チームを中心

とした体制で、確実に工期を履行すべく全力で取り組みます。

C-3 総合力と組織力を活かしたサポート体制（図4）

● ファシリティマネジメント、ランドスケープ、災害対策(BCP)、セ

キュリティ等の専門家が設計チームをサポートします。

A-2 庁舎と町民ホールの複合化による付加価値の創出

● 複合化により、イニシャル・ランニングコストの縮減のほか、

町民や職員ともに使いやすい「ひと・行政・文化」の一体的な

つながりを持たせて、利便性・情報提供・災害時利用などに

おいて様 な々付加価値を生む施設を創出します。

基本コンセプトＡ

B-1 要所を押さえた手戻りのない進捗管理

● 各課ヒアリング、各種検討委員会、コスト調整、各種申請工

程等の要所を押え、確実な意思決定と手戻りのない効率的

な設計を行います。

● 建物竣工期限である平成33年3月末を見据えて、改修・仮

庁舎移転・解体・造成・新築の各段階をトータルにコーディ

ネートして進捗管理いたします。

B-2 確実な品質管理と適切なコスト管理（図3）

● デザインレビュー (ＤＲ)やISO等の客観的な検証システムに

加え、担当役員による最終チェック等により、高品質で確実

な設計を行います。

● 計画初期段階から3段階の概算チェックを行い、適宜、計画

にフィードバックさせて精度よくコストコントロールします。

業務の実施方針Ｂ

業務への取組体制C

D-1 チームの力を最大限に引き出す管理技術者

● 豊富な経験や実績のある管理技術者が強力なマネジメント

力でチームを牽引し、最高の庁舎づくりをリードします。

D-2 庁舎の設計経験が豊富な意匠主任担当技術者など

● 意匠主任担当技術者は、経験や実績とともに最新の動向を

踏まえて業務に臨み、与那原町の設計経験のある担当者も

加えることで、熱意をもって設計に臨みます。

D-3 高度で専門的な知識を有する構造・設備主任担当技術者

● 構造主任担当技術者は免震構造の設計実績を豊富に有し、

コストバランスのとれた合理的な構造計画を推進します。

●設備主任担当技術者は環境シミュレーションによる検証の

他、LCCO2の削減とともにライフサイクルコストの低減を図

り、コストパフォーマンスの高い運営を行う環境を整えます。

設計チームの特徴D

E-1 計画敷地の拡張に対する迅速な対応

● 将来的な計画道路の設置に伴う敷地の拡張が決定した際には、

速やかにブロックプランの再検討や庁内調整用資料の作成支援

等を行い、迅速かつ手戻りのない対応をいたします。

E-2 狭隘な敷地を考慮した工事仮設の検討

● 狭隘かつ不整形な敷地における現地建替であるため、別途発

注の敷地造成計画と十分な調整の上で、設計段階で予見でき

る実現可能な施工計画や工事仮設の検討をします。

E-3 竣工までの様々な諸課題に対する事務局への支援

● 仮庁舎移転先予定の社会福祉センターの改修や引越などの

ほか、町民ホールの補助金用資料作成の支援をいたします。

● 将来的な民間導入施設との接続を想定したエレベーター設備

の検討など、新庁舎完成後の最終形を念頭にした設計とします。

設計上特に配慮する事項E

C-2

● ＪＶの代表企業担当者と与那原町を熟知した地元設計事務

所構成員スタッフと緊密なコミュニケーションによる一体感あ

る協働設計チームで本業務に取り組みます。

地元設計事務所と一体感ある協働
図1 与那原らしい風景要素（左：大綱曳、右：赤瓦）

図2 大綱曳をイメージした待合ロビー

図3 コストコントロールのイメージ

図4 総合力と組織力をいかした設計体制

実施設計
完了時本積算

基本的な
機能・品質
は保持

第3段階基本
設計完了時概算

第2段階基本
設計中間概算

第1段階
設計初期概算

基本
性能

付加的
機能

ミニマム
コストモデル

目標工事費
▼

予算より
少し下げて
まとめる

付加的機能に
優先順位をつけて
コスト調整 物価状況に対応

要望などによるコスト増

（様式８） 
業務の実施方針 （業務の実施方針、業務への取組体制、設計チームの特徴、設計上特に配慮する事項等を簡潔に記述する）     

  



利用しやすい施設1-1

機能的で柔軟性に優れた施設1-2

経済性に配慮した施設1-3

1-1-1 明快なゾーニング計画
● 利用者の多い窓口部門を1階に集約し、繋がりの強い部

署を同一階としたフロア構成により町民や職員の利便性を

高め、町民へのサービス向上にも繋げます。

● 町民ホール機能を東側2階に集約することで検診やイ

ベント時のスムーズな施設運営が可能になります。

1-1-2 高齢者や子育て世代にやさしいデザイン計画
● 多機能トイレを各階に設置し、子育て窓口に隣接した授

乳室を設けます。大きなサインと色による区分を取りい

れることで行先が一目で分かり易い空間構成とします。

1-1-3 活気ある利用しやすい交流エリア
● 東浜方面と中城湾を見渡せ、花火も観れる展望テラス

を3階に設けて町民や観光客の憩いの場とします。

● 1階のアマハジ空間にゆんたくスペースを設けてお年寄

りから子供まで、誰もが気軽に集える空間とします。

1-2-1 自由度の高い柱のない執務空間
● 執務エリアは無柱とし、自由度の高い空間とします。

● 間仕切りの無い執務室とすることでレイアウト変更に

も柔軟に対応できます。また、視認性が高いため職員

の円滑な連携により町民サービスの向上に繋げます。

1-2-3 可変性に優れ機能的な町民ホール
● 移動観覧席を設けることで、演奏会時は段床客席、

  検診や選挙時などは平土間となることで多目的な利

用が可能となり稼働率を向上させます。

● 災害時に一時避難場所としての活用にも対応し、さらに

派遣要員等の拠点としての利用も図ることができます。

1-2-2 使いやすく機能的な諸室
● 業務のサポート室として、各階の執務室の両側に近接

して会議室を設けることで、職員間の打合せや昼食の

場と共に町民の相談室としての利用もできます。

● 執務室に近接して書庫を設けることで、業務関係資料を

保管でき、業務の効率化とサービスの向上に繋げます。

設計・建設 修繕 改修
運用

(光熱水費）
維持
管理

廃棄
処分

5,000

7,460

7,080 840 4,680 3,600 6,960 500

880 4,930 1,910
2,730

500

10,000 15,000 20,000 25,000
円/㎡・年

計23,660

5,250
円/㎡・年

削減

円/㎡・年

円/㎡・年

計18,410

標準
庁舎

新石垣
市庁舎
（50年）

22％
削減

標準庁舎と比較したLCC削減効果目標値

● 太陽光発電や雨水・井

水利用など様 な々環境

手法を用いて経済性の

高い施設とします。

1-3-2 ライフサイクルコストに配慮した経済性

● 熱負荷が大きい西日が室内に入り込まないように庇

やルーバースクリーンを計画的に窓付近に設け、直射

光は遮り、やわらかな光と風を取り込める施設とします。

1-3-1 熱負荷の低減に配慮した施設

                 < 色分け窓口 >
行先が一目で分かる色分け窓口
部署移動にも対応できる可動式

　  < アマハジ空間 >
  地域と庁舎をやわらかく
繋ぐ半屋外のアマハジ空間

< 移動観覧席 >

        < 情報コーナー >
  行政や町民ホールの情報
と観光客へ観光情報を発信

         < 検診対応 >
検診場所から検診車への
動線に配慮した配置計画

      < ワンフロアの窓口部門 >
  利用者の多い窓口を 1 階に集約
利用者の動線を重視したフロア配置

     < 機能的な執務空間 >
     執務室・会議室・書庫を
 1 ユニットでまとめることで
職員が業務しやすい配置計画

ゆんたく
スペース

   < 利便性に優れた諸室 >
  小ホールや和室を楽屋として
利用できる舞台裏のバック動線

       < 職員に配慮した動線 >
現場作業が多い部署を集約しエン
トランスホールを通ることなく外
部階段から出入りできる配置計画

 　　< 展望テラス >
東浜方面を一望でき、花火も
  観覧できる町民の憩い広場

　　　            < 災害対策本部 >
執行部と総務課を同フロアで近接させることで
  災害時の災害対策本部としての機能性を確保

             < 共用会議室 >
  分散配置による利便性の向上

  段床と平土間の両方に対応

1F

2F

3F

4F

車回し

     < ルーバースクリーン >
熱負荷が大きい西日を遮りつつ
さわやかな風を庁舎に取込める

与那原
新庁舎
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（様式９－１）

『庁舎と町民ホールの一体的整備のメリットを活かした、利用しやすく、機能的で柔軟性と経済性を兼

ね備えた庁舎』 

庁舎と町民ホールを一体的に整備することによるメリットを活かし、町民や町内団体が積極的に活用

し、集える環境を整備すると共に、シンプルで機能的かつ社会条件等の変化に対応できる柔軟性とラ

イフサイクルコストに配慮した経済性を備えた建築・設備計画等についての技術提案。 

観光商工課



将来計画道路

将来計画道路完成時駐車場将来計画道路完成時駐車場

新庁舎・町民ホール

新庁舎・町民ホール

南側エントランス

民間導入施設

連絡通路

エレベーター

フラットで
バリアフリーな
アプローチ15 台

P4

P3
45 台

P1 24 台24 台

N

見通し
安全な 見通し

安全な

A

A

B

B

N
���������� ����������

����������

新庁舎
RC造 4階建てゆんたくスペース 検診車寄り付きスペース

��������

図2 将来計画に対応できる動線計画

図9 木格子で組んだ大綱天井の与那原スージーグヮー

図7 大綱曳 図8 与那原スージーグヮー

図1 日影規制と施設配置

図6 液体ガラスコーティング事例図5 飛来物対策スクリーン

図4 アマハジのゆんたくスペース図3 東からの卓越風

N

EW

S

頻度：％  ( 棒グラフ )

20

10

10

3 5 7 （ｍ/ｓ)

5

平均風速：ｍ/ｓ
( 折れ線グラフ )

● 将来的に敷地南側の計画道路が整備されたとき、来庁者の

アプローチが可能となるように建物のエントランスホールは

北側および南側の両方に玄関を設けた設計とします。

● 現社会福祉センター施設への民間活力導入（利便施設、保

育所、介護施設などの機能）を視野に、エレベーター設備や

連絡通路と容易に接続できるように配慮します。

2-1-1 利便性と効率性を確保した施設配置（図1）

● 建築基準法上の制約をクリアするために道路境界から建物

がセットバックをした部分は、町民憩いの場（ゆんたくスペース）

や検診車の寄り付きスペースとして有効に活用します。

2-1-2 将来の土地利用計画への対応（図2）

敷地全体を利用した配置計画2-1

2-2-1 安全でバリアフリー化されたアプローチ（図2）

● 敷地を切土し、接道に高さを合わせることで、歩行者の見通

しを良くして車との出会い頭の事故を防ぎます。

● メインアプローチはフラットで車椅子でも無理なく利用で

きるバリアフリーな計画となる切土とします。

2-2-2 町民に開かれたアマハジ空間（図4）

●北側正面玄関に隣接して、町民や職員がゆんたく（語らい）

できる開かれたアマハジ（雨端）空間を設けます。

地域性・周辺環境に配慮した建築計画・敷地利用計画2-2

2-3-2

● 与那原の名産である赤瓦の「クチャ」を

使ったルーバースクリーンを外壁に設

置して地産地消とＰＲにつなげます。

地元産赤瓦のルーバースクリーン

2-3-3

● 与那原町ならではの石獅子（シーサー）

をメインエントランスに設けて、町民に

愛される庁舎とします。

石獅子を設けたエントランス

● 外壁に庇を設け、強烈な日射しを抑えつつ通風を確保する

地元赤瓦の原材料「クチャ」によるルーバーを計画します。

● 建物内部へ東からの卓越風を外壁窓から効率よく室内に取

り込むために角度をつけたスクリーンルーバーを設置します。

● 台風、豪雨に備えるために、性能等級の高い外部アルミサッ

シや外装材を採用するほか、飛来物対策として飛来物対策

スクリーンなどを計画します。

● 塩害による外壁の汚れ対策と躯体の中性化抑制対策として

液体ガラスコーティングを行い、建物の長寿命化を図ります。

2-2-3 周辺環境や気候風土への対応（図3、5、6）

2-3-1

● ヨナバルンチュに愛される与那原大綱曳をイメージしたデ

ザインをメインエントランスと待合ロビー（与那原スージー

グヮー）に表現し、町民に親しまれる庁舎とします。

与那原らしい長く町民に愛されるデザイン計画2-3

大綱曳をイメージした与那原スージーグヮー（図8,9）

（様式９－２）

『計画敷地条件を活かした与那原らしい町民に愛される庁舎』 

道路との高低差があり不整形な敷地条件の中で、利便性を確保しながら将来の土地利用計画を視野に入

れた動線計画に加え、与那原らしい長く町民から愛されるデザイン計画と地域性、周辺環境に配慮した

建築計画及び敷地利用計画等についての技術提案。 



3-1-1 設計・工事期間からみた免震構造の可能性（図1）

● 耐震設計と免震設計の設計期間を比較したとき、耐震設計

のケースでさえもかなりタイトな設計工程となり、免震設計

を導入する場合は設計工期の柔軟な捉えかたが必要です。

● 工事期間からみると、免震ピット工事として約１～ 2か月程

度長く見込むため、耐震設計に比べて仮庁舎移転、解体、造

成工事の期間を圧迫する可能性が高いと考えられます。

3-1-2 イニシャルコストからみた免震構造の可能性（図2）

● 本提案図のイニシャルコストの概略比較では、免震構造は耐

震構造に比べてトータルで約1.15倍のコストを要すると試

算した結果、全体規模の精査等を含め検討が必要です。

設計・工事期間およびコストを踏まえた耐震性能の検討3-1

3-2-1 災害発生から臨機応変に対応できる庁舎（図3）

● 長期の災害対応活動を支えるため、、災害の経過に応じて

必要な防災機能を実行できるように、段階的な復旧に向け

た速やかな機能転換が可能な庁舎を実現します。

● 町長室や総務課は災害時に中核となる機能となるため同一

フロアに集約配置し、災害時の司令塔として迅速かつ確実

な指示、情報発信を可能にします。

3-2-2 行政情報・個人情報セキュリティへの配慮

● 庁舎スペースと町民ホールスペースの明確な区分や防犯カ

メラの設置、認証カードシステムの導入などにより、庁舎内で

の入室管理や平日夜間、土・日・祝祭日など閉庁時の入庁者

管理を徹底し、セキュリティを確保した施設とします。

高い危機管理機能を備えたＢＣＰ庁舎3-2

● 指定避難所の観光交流施設や交流センターひざしを含め

た災害対応に考慮した炊出しスペースや備蓄倉庫を計画します。

● 町民ホールを災害時の一時避難所として機能させるために、

アマハジ空間は物資の搬入や緊急車両の待機に対応いたします。

● 災害発生後に迅速に各部署や各室が災害対応に向けた機

能転換ができるように照明やＧ回路などを計画します。

● 大ホールを避難者受入れ、中ホールをボランティア拠点、楽屋を

救護室や静養室にするなど施設全体を活用できるようにします。

災害時の庁舎・町民ホールと周辺施設との連携3-3

● 災害時に危機管理機能を維持するため初動期から復旧期

まで業務が途絶することが無いように、インフラの多重化や

ライフラインのバックアップを計画します。

● エネルギーや給排水設備は、自然エネルギーとの複合化

により7日間以上機能継続が可能な計画とします。

● 情報通信網はメタル・光・衛星通信網による情報伝達手

段の多重化を図ります。

3-2-3 ライフラインの確保（図4）

3-3-2 災害時の町民開放スペースと執務スペース（図5）

3-3-1 周辺施設と連携した防災対策・一時避難拠点（図5）

図1 設計・工事の概略工程（耐震設計をベースに作成）

図2 提案図（RC造４階建て）による概略コスト比較

図4 ライフライン確保の概要

図3 震災発生から時系列でみた庁舎の対応

図5 災害時における各スペースの機能転換イメージ
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（様式９－３）

『地震等の自然災害やその他の様々な危機に対処できる、高い危機管理機能を備えた庁舎』 

設計期間・工事期間ともにタイトなスケジュールで業務を完成させる必要があることを念頭に、高度

な耐震性能を備えた災害に強い機能に加え、町民への開放スペースや執務スペースを確保しつつ、行

政情報、個人情報を保護するためのセキュリティに配慮した建築・構造・設備計画等についての技術提案。
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